
証券コード　7538

令和元年６月３日

株 主 各 位
大阪市福島区野田一丁目１番8 6号

大阪市中央卸売市場内

株 式 会 社 　 大 　 　 　 　 水
代表取締役社長執行役員 真 部 誠 司

第84回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第84回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、令和元年６月18日（火曜日）
午後４時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 令和元年６月20日（木曜日）午前10時

２．場 所 大阪市福島区野田二丁目13番９号

大水野田ビル３階　当社会議室

３．目的事項

報告事項 １．第84期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

２．第84期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

計算書類報告の件

決議事項

第１号議案 取締役９名選任の件

第２号議案 監査役３名選任の件

第３号議案 取締役の報酬額改定の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス
http://www.daisui.co.jp/）に掲載させていただきます。

本年から、株主総会当日に配布しておりましたお土産はとりやめさせていただ
きます。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案　取締役９名選任の件

取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますの
で、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

１

まな

真
べ

部
せい

誠
じ

司
(昭和22年５月５日生)

昭和45年４月　日本水産株式会社入社
平成17年６月　同社取締役大阪支社長
平成17年６月　当社監査役
平成21年６月　当社代表取締役社長執行役員（現任）

20,000株

２

やま

山 　
はし

橋 　
えい

英
いち

一
ろう

郎
(昭和31年11月23日生)

昭和55年４月　日本水産株式会社入社
平成21年６月　同社執行役員業務用食品部長
平成23年３月　同社執行役員食品事業副執行、業

務用食品部長
平成28年６月　当社取締役常務執行役員
平成30年６月　当社取締役常務執行役員経営企

画室担当（現任）

10,000株

３

ゆ

湯
がみ

上
のぶ

信
もと

元
(昭和34年８月27日生)

昭和58年４月　日本水産株式会社入社
平成18年３月　同社関西水産営業部長
平成21年６月　当社執行役員営業本部長補佐
平成22年４月　当社常務執行役員営業本部長
平成25年１月　株式会社大分水産取締役（現任）
平成25年６月　当社取締役執行役員営業本部長
平成27年６月　当社取締役常務執行役員営業本

部長（現任）
令和元年５月　株式会社京都興産取締役（現任）

10,000株

４

しげ

重
みつ

光
 

　
まこと

誠
(昭和30年１月23日生)

昭和52年４月　日本水産株式会社入社
平成22年３月　同社監査室長
平成26年６月　当社執行役員管理本部副本部長

兼総務広報部長
平成28年６月　当社取締役上席執行役員管理本

部副本部長兼総務広報部長
平成30年６月　当社取締役常務執行役員管理本

部長兼総務広報部長（現任）

10,000株

５

なか

中
の

野
たか

隆
お

雄
(昭和28年６月13日生)

昭和51年４月　当社入社
平成16年７月　当社東部支社塩干部長
平成19年６月　当社執行役員東部支社長
平成26年４月　当社執行役員神戸支社長兼神戸

東部支社長
平成28年６月　当社取締役上席執行役員神戸支

社長兼神戸東部支社長
平成31年４月　当社取締役上席執行役員社長付

（現任）

34,300株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、
担当及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

６

こ

児
じま

島
 

　
みのる

實
(昭和30年12月15日生)

昭和49年４月　京都魚市場株式会社入社
平成24年４月　当社大阪本場支社鮮魚１部長
平成27年６月　当社執行役員大阪本場支社鮮魚

部門統括兼鮮魚１部長
平成28年６月　当社上席執行役員大阪本場支社

長代行兼鮮魚１部長
平成29年４月　当社上席執行役員大阪本場支社

長兼鮮魚１部長
平成29年６月　当社取締役上席執行役員大阪本

場支社長兼鮮魚１部長
平成31年４月　当社取締役上席執行役員大阪鮮

魚統括兼大阪本場支社長（現任）

10,400株

７

かた

片
の

野
ひろ

博
お

雄
(昭和28年１月８日生)

昭和50年４月　当社入社
平成17年７月　当社経理部長代理
平成20年６月　当社取締役経理部長
平成21年６月　当社執行役員内部監査室長
平成26年４月　当社執行役員経理部長
平成29年５月　丸魚食品株式会社監査役（現任）
平成29年６月　当社上席執行役員管理本部副本

部長兼経理部長
平成30年６月　当社取締役上席執行役員管理本

部副本部長兼経理部長（現任）
令和元年５月　株式会社京都興産監査役（現任）

50,000株

８

まつ

松
ば

葉
とも

知
ゆき

幸
(昭和26年３月10日生)

昭和53年４月　弁護士登録（大阪弁護士会）
昭和56年４月　松葉法律事務所（現松葉・板野・

中村法律事務所）設立
平成14年４月　大阪弁護士会副会長
平成15年７月　特定非営利活動法人消費者ネッ

ト関西理事
平成16年４月　日本弁護士連合会代議員
平成20年４月　近畿弁護士会連合会司法問題対

策委員会委員長
平成21年４月　大阪弁護士会司法改革推進本部

本部長代行
平成21年６月　当社取締役（現任）
平成24年４月　日本弁護士連合会常務理事
平成24年６月　特定非営利活動法人消費者ネッ

ト関西理事長（現任）
平成27年４月　大阪弁護士会会長
平成27年４月　日本弁護士連合会副会長

－株

９

しん

新
どう

藤
てつ

哲
や

也
(昭和33年７月12日生)

昭和57年４月　日本水産株式会社入社
平成17年６月　同社家庭用食品部長
平成21年３月　同社広域営業本部首都圏家庭用

営業部長
平成24年３月　同社広域営業本部広域営業部長
平成27年６月　同社執行役員大阪支社長（現任）
平成28年６月　当社取締役（現任）

－株

（注）１．各氏を取締役候補者とした理由は、下記のとおりです。
（１）真部誠司氏は、水産業界における豊富な経験を有し、また平成21年６月に当社代表

取締役社長執行役員に就任してからは経営再建に尽力してきました。豊富な経験と
専門性を活かし、引き続き当社の発展に寄与できるものとして、取締役候補者とい
たしました。

（２）山橋英一郎氏は、水産業界において主に営業部門に長年従事し、その豊富な経験と
専門性を活かし、引き続き当社の発展に寄与できるものとして、取締役候補者とい
たしました。
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（３）湯上信元氏は、水産業界において主に営業部門に長年従事し、当社の営業本部長と

して当社の発展に貢献してまいりました。豊富な経験と専門性を活かし、引き続き

当社の発展に寄与できるものとして、取締役候補者といたしました。

（４）重光誠氏は、水産業界において長年従事し、当社の管理本部長として当社の発展に

貢献してまいりました。豊富な経験と専門性を活かし、引き続き当社の発展に寄与

できるものとして、取締役候補者といたしました。

（５）中野隆雄氏は、当社において長年勤務し、営業部門を中心に当社の発展に貢献して

まいりました。当社における豊富な経験と営業面での専門性を活かし、引き続き当

社の発展に寄与できるものとして、取締役候補者といたしました。

（６）児島實氏は、当社において長年勤務し、営業部門を中心に当社の発展に貢献してま

いりました。当社における豊富な経験と営業面での専門性を活かし、引き続き当社

の発展に寄与できるものとして、取締役候補者といたしました。

（７）片野博雄氏は、当社において長年勤務し、当社の管理本部副本部長として当社の発

展に貢献してまいりました。当社における豊富な経験と専門性を活かし、引き続き

当社の発展に貢献できるものとして、取締役候補者といたしました。

（８）松葉知幸氏は、社外取締役候補者であります。同氏は過去に社外役員となること以

外の方法で会社の経営に関与した経験はありませんが、弁護士として企業法務に精

通しており、会社法及びコーポレートガバナンス・コードの期待する取締役会の経

営監督機能をさらに強化できるものと判断したため、社外取締役候補者といたしま

した。

（９）新藤哲也氏は、社外取締役候補者であります。同氏は水産業界での豊富な経験に基

づき、社外取締役として、当社経営に対するご意見やご指導が当社の発展に寄与で

きるものと期待したため、社外取締役候補者といたしました。

２．新藤哲也氏は、日本水産株式会社の執行役員大阪支社長を兼務しております。当社は

同社との間に商品の仕入れ等の取引があります。なお、他の候補者と当社との間には、

特別の利害関係はありません。

３．松葉知幸氏及び新藤哲也氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役と

しての在任期間は、本総会終結の時をもって松葉知幸氏が10年、新藤哲也氏が３年と

なります。

４．松葉知幸氏及び新藤哲也氏は、当社との間で、会社法第427条第１項及び当社定款第23

条第２項の規定により、同法第423条第１項に定める責任について、その職務を行うに

つき善意でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項に定める最低責任限度額

を限度とする契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏と

の間の上記責任限定契約を継続する予定であります。

５．当社は、松葉知幸氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であ

ります。
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第２号議案　監査役３名選任の件

監査役内山和彦氏及び百々季仁氏は、本総会終結の時をもって任期満了
となり、監査役松尾達二氏が辞任されますので、監査役３名の選任をお願
いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
及び重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

１

うち

内
やま

山
かず

和
ひこ

彦
(昭和33年10月10日生)

昭和58年４月　農林中央金庫入庫

平成13年２月　同法人審査部審査役

平成16年１月　同広島支店副支店長

平成17年２月　同営業第二部副部長

平成20年２月　同審査部副部長兼審査役

平成22年６月　同営業第二部長

平成23年６月　同大阪支店参事役

平成23年６月　当社監査役（現任）

－株

２

ど

百
ど

々
ひで

季
ひと

仁
(昭和47年２月４日生)

平成８年４月　太田昭和監査法人（現EY新日本有

限責任監査法人）入所

平成10年７月　公認会計士登録

平成16年７月　株式会社クリア代表取締役

平成23年６月　当社監査役（現任）

平成25年10月　株式会社エースアドバイザリー

代表取締役（現任）

－株

３

そば

傍
じま

島
やす

康
ゆき

之
(昭和32年４月23日生)

昭和56年４月　株式会社極洋入社

平成18年６月　極洋海運株式会社取締役海務部

長

平成23年６月　同社常務取締役業務部長

平成25年３月　同社常務取締役業務部長兼営業

部長

平成27年６月　株式会社極洋業務部長

平成29年６月　同社名古屋支社長

平成31年４月　同社大阪支社長（現任）

－株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．内山和彦氏、百々季仁氏及び傍島康之氏は、社外監査役候補者であります。

３．内山和彦氏を社外監査役候補者とした理由は、過去に社外役員となること以外の方法

で会社の経営に関与した経験はありませんが、長年にわたる金融機関での豊富な経験

と幅広い見識を当社の監査に反映していただくことを期待したためであります。

４．百々季仁氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士として高度な専門知識を当

社の監査に反映していただくことを期待したためであります。

５．傍島康之氏を社外監査役候補者とした理由は、長年にわたる水産業界での豊富な経験

と幅広い見識を当社の監査に反映していただくことを期待したためであります。

６．内山和彦氏及び百々季仁氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役として

の在任期間は、両氏とも本総会終結の時をもって８年となります。
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７．内山和彦氏及び百々季仁氏は、当社との間で、会社法第427条第１項及び当社定款第31

条第２項の規定により、同法第423条第１項に定める責任について、その職務を行うに

つき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度

額を限度とする契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏

との間の上記責任限定契約を継続する予定であります。また、傍島康之氏が選任され

た場合は、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

８．当社は、百々季仁氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま

す。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であ

ります。

９．傍島康之氏は、新任の候補者であります。

第３号議案　取締役の報酬額改定の件

取締役の報酬額は、昭和57年６月29日開催の第47回定時株主総会におい
て月額16百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）とご承認いた
だき現在に至っております。
このほど、業績の向上と企業価値の向上に対する意識を高めることを目

的に、一部に業績連動報酬を導入することとし、あわせてその後の経済情
勢及び経営環境等の変化を勘案するとともに、報酬制度の機動的な運用を
可能とするため、取締役の報酬額を年額３億30百万円以内（うち社外取締
役分30百万円以内）に改定させていただきたいと存じます。（この報酬額
には使用人兼務取締役の使用人分給与を含みます。）
なお、現在の取締役は９名（うち社外取締役２名）でありますが、第１

号議案「取締役９名選任の件」が原案どおり承認可決されましても、取締
役の員数に変更はありません。

以　上
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株主総会会場ご案内図
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　事　業　報　告　

(平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

1-1．事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、相次いだ自然災害の発生等によ
り一時的に経済活動に落ち込みがあったほか、海外経済の減速感が強まっ
た影響等により、企業収益に足踏みがみられたものの、設備投資や雇用・
所得環境は着実に改善が続くなど、緩やかながら回復基調となりました。

当水産流通業界におきましては、天候不順の影響等により、漁獲量が減
少するなど荷動きが低調に推移したほか、国際的な水産物需要の高まりか
ら仕入価格が上昇しているなか、国内での需要は伸び悩みが続いているな
ど厳しい状況となりました。
このような状況のもと、当社グループでは、安全・安心な水産物を安定

供給するという社会的使命を果たすべく、産地出荷者とのネットワークの
強化や海外との取引強化等に努めてまいりました。

当連結会計年度の業績は、売上高1,286億57百万円（前期比1.1％減）、
営業利益２億40百万円（前期比25.8％減）、経常利益は３億83百万円（前
期比14.4％減）となりましたが、特別損益に固定資産売却益１億81百万円、
固定資産除却損69百万円を計上し、税金費用として42百万円を計上したこ
と等により、親会社株主に帰属する当期純利益については４億６百万円（前
期比11.2％増）となりました。

各セグメントの業績は次のとおりであります。
【水産物販売事業】

水産物販売事業は、天候不順等による不安定な漁獲状況や輸入品・養殖
魚の価格の高止まりなどの影響により国内の販売が伸び悩み、海外への販
売は堅調に推移したものの、売上高は1,284億62百万円（前期比1.1％減）
となりました。利益面では、売上高減少の影響により売上総利益は67億97
百万円（前期比1.0％減）となり、営業利益は４億16百万円（前期比17.2％
減）となりました。
【冷蔵倉庫等事業】

冷蔵倉庫等事業では、売上高は２億56百万円（前期比4.8％増）と堅調に
推移し、営業利益は７百万円（前期比226.7％増）となりました。

こうしたなか、当社グループは昨今の水産物卸売業を取り巻く急激な変
化に対応すべく中期経営計画を策定いたしました。そのなかで『生産者と
お客様の求めるものを最適につなぐ水産物を中心とした卸売企業になる』
という当社グループの目指すべき姿を掲げ、その実現のため様々な課題解
決に取り組んでまいります。
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セグメントの概況 （単位：百万円）

事 業 セ グ メ ン ト 売 上 高 営 業 利 益

水 産 物 販 売 事 業 128,462 416

冷 蔵 倉 庫 等 事 業 256 7

計 128,719 424

調 整 額 （注1）△61 （注2）△183

合 計 128,657 240

（注）１．売上高の調整額はセグメント間の内部売上高であります。

２．営業利益の調整額は主に各セグメントに配分していない全社費用であります。

1-2．資金調達等についての状況

（1）資金調達の状況
当連結会計年度の資金調達については特記すべき事項はありません。

（2）設備投資の状況
該当事項はありません。

1-3．直前三事業年度の企業集団の財産及び損益の状況
（単位：百万円）

区 分
平成27年度
第 81 期

平成28年度
第 82 期

平成29年度
第 83 期

平成30年度
第84期(当期)

売 上 高 136,461 130,290 130,060 128,657

経 常 利 益 577 555 448 383

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

623 449 365 406

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 45円43銭 32円78銭 26円64銭 29円62銭

純 資 産 5,704 6,345 6,815 7,007

総 資 産 19,647 20,311 21,690 21,802

１ 株 当 た り 純 資 産 額 415円64銭 462円36銭 496円61銭 510円58銭

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出し

ております。

２．１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しており

ます。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月

16日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度の総資産の金額

については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となっております。
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1-4．対処すべき課題

　当社は、平成31年４月に会社創立80周年を迎えました。これを機に、「企
業理念」「経営理念」を改訂するとともに、昨今の水産物卸売業を取り巻
く環境の急激な変化に対応して、新たな大水グループの未来の姿を描くべ
く、令和３年度までの３カ年を対象とした中期経営計画を策定いたしまし
た。

①企業理念

大水グループは、自然の恵みに感謝し、古（いにしえ）からの食文化
を守り、新たな食の創造に挑戦していきます

【企業理念に込めた思い】
水産資源の持続的利用と地球環境の保全につながる思い
　⇒「自然の恵みに感謝する」
歴史ある日本の食文化の伝統や卸売市場の役割を支えていきたい思い
　⇒「古(いにしえ)からの食文化を守る」
様々な環境変化を先取りし、食を通じて人々の健康と幸福に貢献したい思い
　⇒「新たな食の創造に挑戦する」

②経営理念
ⅰ）水産物流通の担い手として誇りを持ち、人々の健康と幸福に貢献し

ます。
ⅱ）企業も社員も常に質の向上を目指し、変革を推進していきます。
ⅲ）社員全員が働きがいの持てる企業を創っていきます。
ⅳ）企業として顧客、仕入先、株主など関係者からの期待に応え、社会

的信頼を高めます。
ⅴ）関西を基盤に世界を視野に入れた活動をしていきます。

③中期経営計画について
　企業理念、経営理念を基に３年後の大水グループの目指す姿、その実
現のための５つのポイントを定めました。

目指す姿

『生産者とお客様の求めるものを最適につなぐ水産物を中心とした
卸売企業になる』

５つのポイント
ⅰ）営業力と調達力を強くして、成長する。
ⅱ）収益力を高めて、質の向上を図る。
ⅲ）社員が誇りを持ち、働きがいのある職場にする。
ⅳ）企業として社会からの信頼を高め、一段上を目指す。
ⅴ）関西を基盤に、世界の水産物市場を視野に入れて活動する。

－ 3 －

1-4．対処すべき課題



1-5．企業集団の主要な事業セグメント　（平成31年３月31日現在）

事 業 事 業 内 容

水産物販売事業
中央卸売市場を主要拠点として水産物等の販売事業を行っ

ております。

冷蔵倉庫等事業 水産物の物流拠点として冷蔵倉庫事業を行っております。

1-6．主要な営業所及び使用人の状況

（1）企業集団の主要拠点等　（平成31年３月31日現在）

会 社 名 営 業 所 名 所 在 地

当 　 　 社

本社・大阪本場支社 　　大阪市福島区

東部支社 　　大阪市東住吉区

北部支社 　　大阪府茨木市

京都支社 　　京都市下京区

神戸支社 　　神戸市兵庫区

神戸支社明石営業部 　　兵庫県明石市

神戸東部支社 　　神戸市東灘区

株 式 会 社 京 都 興 産 本社 　　大阪市北区

丸 魚 食 品 株 式 会 社 本社 　　京都市南区

株 式 会 社 大 分 水 産 本社 　　大分県大分市

大阪東部冷蔵株式会社 本社・物流センター 　　大阪市東住吉区

（2）使用人の状況　（平成31年３月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

事 業 種 類 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

水 産 物 販 売 事 業 415名（148名） 6名増（ 5名 減 ）

冷 蔵 倉 庫 等 事 業 16名（ 10名） 1名増（ － ）

全 社 （ 共 通 ） 5名（ － ） － （ － ）

合 計 436名（158名） 7名増（ 5名 減 ）

（注）１．使用人数は、就業員数であり、パートタイマーは（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない部

門に所属しているものであります。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

339名（131名） 6名増（3名減） 45.8歳 20.8年

（注）使用人数は、就業員数であり、パートタイマーは（　）内に年間の平均人員を外数で記載

しております。
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1-7．重要な子会社の状況

会 社 名 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

％

株 式 会 社 京 都 興 産 100.0 水産物販売事業

丸 魚 食 品 株 式 会 社 100.0 水産物販売事業

株 式 会 社 大 分 水 産 100.0 水産物販売事業

大 阪 東 部 冷 蔵 株 式 会 社 100.0 冷蔵倉庫事業

1-8．主要な借入先及び借入額　（平成31年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

百万円

農 林 中 央 金 庫 1,000

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 750

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 350

（注）借入残高には、当社が発行した社債の引受残高が含まれております。

1-9．剰余金の配当等の決定に関する方針

配当政策に関する基本方針は、業績が消費動向に大きく影響される特質を踏

まえたうえで、将来に向けた安定的な収益基盤づくりのために内部留保の充実

を図り、株主の皆様に安定した配当を継続的に行うこととしております。

当期につきましては、上記方針に基づき期末配当について１株当たり６円（記

念配当１円含む）とすることを取締役会で決議いたします。

1-10．その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．株式に関する事項 （平成31年３月31日現在）

（1）発行可能株式総数 47,800,000株

（2）発行済株式の総数 13,774,819株

（3）株主数 3,055名

（4）大株主の状況 (上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

日 本 水 産 株 式 会 社 4,303 31.35

株 式 会 社 極 洋 1,180 8.60

農 林 中 央 金 庫 694 5.05

株 式 会 社 ベ ニ レ イ 497 3.62

大 水 従 業 員 持 株 会 492 3.58

ニ チ モ ウ 株 式 会 社 450 3.27

中 部 水 産 株 式 会 社 259 1.88

寳 船 冷 蔵 株 式 会 社 225 1.64

利 州 株 式 会 社 215 1.56

大 起 産 業 株 式 会 社 196 1.43

（注）１．持株比率は自己株式（49,899株）を控除して計算しております。

２．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
4-1．会社役員の状況　（平成31年３月31日現在）

氏 名 地 位 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

真 部 誠 司
代 表 取 締 役
社長執行役員

山 　 橋 　 英 一 郎
取 締 役
常務執行役員

経営企画室担当 株式会社京都興産　取締役

湯 上 信 元
取 締 役
常務執行役員

営 業 本 部 長 株式会社大分水産　取締役

重 光 　 誠
取 締 役
常務執行役員

管 理 本 部 長
兼総務広報部長

中 野 隆 雄
取 締 役
上席執行役員

神 戸 支 社 長 兼
神戸東部支社長

児 島 　 實
取 締 役
上席執行役員

大阪本場支社長
兼 鮮 魚 １ 部 長

片 野 博 雄
取 締 役
上席執行役員

管理本部副本部長
兼 経 理 部 長

丸魚食品株式会社　監査役
大阪東部冷蔵株式会社　監査役

松 葉 知 幸 取 締 役 弁護士（松葉・板野・中村法律事務所）

新 藤 哲 也 取 締 役 日本水産株式会社　執行役員大阪支社長

内 山 和 彦 常 勤 監 査 役

百 々 季 仁 監 査 役
公認会計士

株式会社エースアドバイザリー　代表取締役

松 尾 達 二 監 査 役 株式会社極洋　取締役大阪支社長

（注）１．取締役松葉知幸氏及び新藤哲也氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり

ます。

　　　２．監査役内山和彦氏、百々季仁氏及び松尾達二氏は、会社法第２条第16号に定める社外

監査役であります。

　　　３．監査役百々季仁氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。

　　　４．当社は、取締役松葉知幸氏及び監査役百々季仁氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出をしております。

　　　５．株式会社京都興産、丸魚食品株式会社、株式会社大分水産及び大阪東部冷蔵株式会社

は、当社の子会社であります。

　　　６．当社は、日本水産株式会社及び株式会社極洋との間に営業上の取引があります。

　　　　　また、当社は、松葉・板野・中村法律事務所及び株式会社エースアドバイザリーとの

間には、記載すべき特別の関係はありません。
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4-2．取締役、監査役ごとの報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 10名 127百万円

監 査 役 3名 21百万円

計 13名 148百万円

 (注) １．上記には、平成30年６月22日開催の第83回定時株主総会の終結の時をもって退任した

取締役１名が含まれております。

　　　２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　３．上記報酬の他、使用人兼務取締役７名に使用人分給与として106百万円支給しており

ます。

　　　４．取締役の報酬限度額は、昭和57年６月29日開催の第47回定時株主総会において月額16

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

　　　５．監査役の報酬限度額は、昭和62年６月26日開催の第52回定時株主総会において月額４

百万円以内と決議いただいております。

　　　６．報酬等の額には当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額27百万円（取締役８名26

百万円、監査役１名１百万円）を含めております。

4-3．各会社役員の報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する事項

該当事項はありません。

4-4．その他会社役員に関する重要な事項

該当事項はありません。

4-5．各社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 松 葉 知 幸
当事業年度開催の取締役会16回のうち14回に
出席して、必要に応じ弁護士として独立した観
点から発言を行っております。

取 締 役 新 藤 哲 也
当事業年度開催の取締役会16回のうち12回に
出席して、必要に応じ水産業界で培った豊富な
経験・見地から発言を行っております。

監 査 役 内 山 和 彦

当事業年度開催の監査役会15回のすべてに出
席し、また取締役会16回のすべてに出席して、
主に金融業界で培った豊富な経験・見地から、
必要に応じ適宜発言を行っております。

監 査 役 百 々 季 仁

当事業年度開催の監査役会15回のうち14回に
出席し、また取締役会16回のうち13回に出席し
て、必要に応じ公認会計士として独立した観点
から発言を行っております。

監 査 役 松 尾 達 二

当事業年度開催の監査役会15回のうち12回に
出席し、また取締役会16回のうち10回に出席し
て、必要に応じ経営者の観点から適宜発言を行
っております。
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4-6．責任限定契約に関する事項

責任限定契約の内容の概要

　当社は、取締役（業務執行取締役等を除く）及び監査役の責任限定契約

に関する規定を定款に設けております。

　当該定款に基づき、当社が取締役松葉知幸氏、新藤哲也氏及び監査役の

全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりです。

①取締役の責任限定契約

　取締役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、そ

の職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負

うものとする。

②監査役の責任限定契約

　監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、そ

の職務を行うにあたり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負

うものとする。

4-7．社外役員の報酬等の総額

支 給 人 数 報 酬 等 の 額
子 会 社 か ら の
役 員 報 酬 等

社外役員の報酬等の
総額等

5名 27百万円 -

 (注) 報酬等の額には当事業年度に係る役員退職慰労引当金繰入額１百万円（社外監査役１名１

百万円）を含めております。

4-8．記載内容についての社外役員の意見

該当事項はありません。

4-9．社外取締役を置くことが相当でない理由

該当事項はありません。
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５．会計監査人に関する事項
5-1．名称　　　EY新日本有限責任監査法人

(注) 新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人

に変更しております。

5-2．辞任した又は解任された会計監査人に関する事項

該当事項はありません。

5-3．現在の業務停止処分に関する事項

該当事項はありません。

5-4．過去２年間の業務停止処分に関する事項のうち、会社が事業報告の内容と

すべきと判断した事項

該当事項はありません。

5-5．責任限定契約に関する事項

該当事項はありません。

5-6．会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 42百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

42百万円

（注）１．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、監査活動に係る体制・時間配分の妥

当性、また前期監査の遂行状況や報酬見積りの相当性について確認・検討した結果、

会計監査人の報酬等の額について会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

5-7．非監査業務の内容

該当事項はありません。

5-8．解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、会計監査人の変
更が妥当であると判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又
は不再任に関する議案の内容を決定します。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当し、解任が
相当と認められる場合には、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い
たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される
株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
6-1．決議の内容の概要

当社は、法令及び定款、社内諸規程を遵守し、経営の健全性、透明性、収益

性、成長性を確保し、永続的に企業価値を高めていく上で、内部統制システム

を重要な基盤として捉え内部統制の強化と、その有効性の継続的な運用を図っ

ていきます。

 （1）当社及び子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

①役職員の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するため、「経

営理念」「大水行動規範」を制定し、役職員はこれを遵守する。

②「取締役会規則」をはじめとする社内諸規程を制定し、その徹底を図る。

③当社法務担当部署をコンプライアンスの統括部署とし、コンプライアンス

委員会においてコンプライアンス上の諸課題を審議すると共に、法務担当

部署と同委員会は連携して役職員に対する教育研修を実施する。

④役職員の職務執行の適切性を確保するため、社長直轄の内部監査室を設置

する。内部監査室は「内部監査規程」に基づき当社及び子会社に対する監

査を実施する。また、内部監査室は必要に応じて会計監査人と情報交換を

行い効率的な内部監査を実施する。

⑤当社及び子会社のコンプライアンスに係る内部通報及び相談窓口として、

内部監査室及び社外の弁護士へのホットラインを設けると共に、役職員が

コンプライアンスに係る意見を投書することができる投書箱を、当社及び

子会社の全拠点に設置する。

⑥「大水行動規範」に基づき、公共の秩序や安全を脅かす反社会的な勢力に

は毅然とした態度で臨み、不当な要求等を一切排除する。また、その行動

指針となる、「反社会的勢力との取引排除規程」の整備を行う。

 （2）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①取締役会議事録、稟議書、その他重要な書類等の取締役の職務執行に係る

情報の取り扱いは、「文書管理規程」等の社内規程に基づき文書又は電磁

的媒体に記録し、適切に保存及び管理する。

②当該文書の管理部署である総務担当部署は、取締役及び監査役の閲覧請求

に対して、いつでもこれらの文書を閲覧に供する。

 （3）当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①「リスクマネジメント規程」を制定のうえ、多様なリスクを可能な限り未

然に防止するものとし、危機発生時の企業価値の毀損を極小化するための

体制として、当社の社長及び執行役員で構成されるリスクマネジメント会

議を設置し、当社及び子会社のリスクマネジメント推進に係る課題及び対

応策を定期的に審議する。

②不測の事態や危機の発生時に当社及び子会社の事業継続を図るため「危機

管理規程」を策定し、役職員に周知する。
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 （4）当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

①定期の取締役会を原則として毎月１回開催するほか、機動的に意思決定を

行うため臨時取締役会を開催するものとし、適切な職務遂行に支障を来た

さぬ体制を確保する。

②当社の取締役会の下に執行役員で構成された経営会議を設置して定期的に

開催するものとし、取締役会の意思決定に資するため、取締役会付議事項

の事前検討を行うほか、取締役会で決定した方針及び計画に基づき、取締

役会の指示、意思決定を執行役員に伝達する。また社長は執行役員に経営

の現状を説明し、各執行役員は各自の業務執行状況の報告を行う。

③当社の取締役会の下に執行役員及び子会社の社長で構成されたグループ経

営会議を設置して定期的に開催するものとし、当社社長は執行役員及び子

会社の社長にグループ経営の現状を説明するほか、子会社における諸課題

を審議する。

④日常の職務の遂行において、取締役会の決定に基づく職務の執行を効率的

に行うため、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等の社内諸規程に基づ

き、権限の委譲を行い、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を

分担する。

⑤「関係会社管理規程」を制定し、子会社の取締役の職務の執行に関する意

思決定、当社への報告等に関する手続きを定める。

 （5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①「経営理念」「大水行動規範」を当社グループで共有し、グループとして

の企業価値の向上と業務の適正を確保する。

②内部監査室による業務監査により、当社グループの業務全般にわたる内部

統制の適正性と有効性を確保する。

③当社より子会社に取締役及び監査役を派遣し、法令違反、不正行為の抑止、

未然防止を図る体制を整備する。

 （6）子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　「関係会社管理規程」において、子会社における経営上の重要事項の当社

への報告を義務づける。また、グループ経営会議において、子会社社長から

職務の執行状況の報告を受ける。

 （7）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性並びに

当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①監査役の職務を補助すべき使用人は、必要に応じその人員を確保する。

②当該使用人が監査役の職務を補助すべき期間中の指揮権は監査役に委譲さ

れ、取締役の指揮命令を受けないことにより、その独立性を確保する。

③当該使用人の人事評価については、監査役会の意見を尊重することにより、

監査役からの指示の実効性を確保する。
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 （8）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこ

れらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制その

他の当社の監査役への報告に関する体制

①当社の監査役への報告事項は以下のとおりとする。

ａ）取締役会及び経営会議並びにグループ経営会議で決議又は報告された

事項

ｂ）会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

ｃ）内部監査の実施状況及びその結果

ｄ）重大な法令違反等

②役職員は、当社の監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う。

③当社及び子会社の内部通報制度の担当部署である内部監査室は、内部通

報・相談の状況及び通報・相談された事案の内容について、定期的に当社

の監査役に報告する。

 （9）上記（8）の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱

いを受けないことを確保するための体制

　当社監査役に上記（8）の報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由

として不利な取り扱いを行うことを禁止すると共に、その旨を役職員に対す

る教育研修等を通じて周知徹底する。

（10）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その

他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関す

る事項

　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に

基づく費用を請求したときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の

職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債

務を処理する。

（11）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①代表取締役及び内部監査室は、監査役と定期的に意見交換を行う。

②監査役は、取締役会に出席するとともに、経営会議等重要な会議に出席す

ることにより、重要な報告を受ける体制とする。

③監査役会は定期的に会計監査人から監査の状況報告を受けることにより、

監査環境を整備し監査の有効性、効率性を高める。

（12）財務報告の信頼性を確保するための体制

　内部統制委員会を設置し、代表取締役社長を委員長として財務報告の適正

を確保するため、全社的な統制活動及び各業務のプロセスの統制活動を強化

し、その運用体制を構築する。
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6-2．体制の運用状況の概要

 （1）リスク管理に対する取り組み

　「リスクマネジメント規程」に基づき、社長及び執行役員をもって構成す

るリスクマネジメント会議を四半期に１回開催し、同会議に子会社社長も参

加して、大水グループとしての当年度のリスクマネジメント運営プログラム

を決定のうえ、運営状況を評価、審議し、リスク回避策を講じました。これ

らの運用状況は取締役会に報告し、指導、監督を受けました。子会社でのリ

スク対策についても、年に２回、同会議に報告され、取組内容の評価を行い

ました。

　また、役員、執行役員及び子会社役員を対象に、外部講師を招いて災害対

策に関する研修会を実施しました。

 （2）職務執行の効率性の確保のための取り組み

　「経営会議規程」に基づき、社長及び執行役員をもって構成する経営会議

を毎月１回開催し、業務全般に対する方針を審議し、業績レビューを行いま

した。また、社長及び執行役員に子会社社長を加えたグループ経営会議を四

半期に１回開催し、子会社の業務全般に対する方針を審議し、業績レビュー

を行い、グループ各社の連携についても検討しました。これらの会議で審議

した重要事項は取締役会に報告又は提議しました。

 （3）コンプライアンスに対する取り組み

　管理本部長を委員長とするコンプライアンス委員会を毎月１回開催し、コ

ンプライアンスに関する事項を審議しました。コンプライアンス委員会の運

営状況及びコンプライアンス上の重要事項は上記（1）記載のリスクマネジメ

ント会議にも報告しました。

　また、「コンプライアンス・ハンドブック」及び「コンプライアンスの手

引」を改訂して全従業員に配布し、勉強会を実施しました。

　さらに、半期に１回、全従業員を対象にコンプライアンス研修会を実施し、

コンプライアンス意識の向上に取り組みました。

　このほか、内部監査室及び社外の法律事務所に内部通報窓口を設けるとと

もに、子会社を含め各拠点に懸案事項を匿名でも投書できる投書箱を設置し、

従業員が内部通報しやすい環境を整えました。この内部通報制度について、

コンプライアンス研修会において制度の目的等を周知しております。さらに

ハラスメント相談受付窓口となる担当者を各拠点に配置し、ハラスメント案

件の把握と早期解決に努めました。

 （4）監査役監査の実効性の確保のための取り組み

　常勤監査役は、リスクマネジメント会議、経営会議、コンプライアンス委

員会、コンプライアンス研修会等の重要な会議、委員会、研修会に出席した

ほか、子会社を含む取締役や従業員からの資料の提出を求め、聴取を行い、

業務の執行状況を確認しました。

　また、内部通報制度の運用状況について、内部監査室より適宜報告を受け

ました。その他、取締役、会計監査人及び内部監査室との間で情報交換を行

い、意思疎通を図りました。

－ 14 －
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７．株式会社の支配に関する基本方針に関する事項
該当事項はありません。

８．特定完全子会社に関する事項
該当事項はありません。

９．親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。

本事業報告中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しておりま

す。ただし、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益については、表示

数値未満を四捨五入しております。

－ 15 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

商品及び製品

短期貸付金

未収消費税等

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

器具及び備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産

ソフトウエア

電話加入権

その他

投資その他の資産

投資有価証券

長期貸付金

破産更生債権等

固定化営業債権

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

16,547

3,657

9,343

3,012

300

73

178

△17

5,255

2,697

728

54

91

1,723

29

70

49

25

9

14

2,508

2,346

285

659

817

22

108

△1,731

流動負債 11,135

支払手形及び買掛金 8,519

短期借入金 1,534

1年内返済予定の長期借入金 166

未払金 466

未払法人税等 30

賞与引当金 151

その他 268

固定負債 3,659

長期借入金 500

社債 500

繰延税金負債 247

再評価に係る繰延税金負債 251

役員退職慰労引当金 198

退職給付に係る負債 1,576

その他 385

負 債 合 計 14,795

（ 純 資 産 の 部 ）

株主資本 5,889

資本金 2,352

資本剰余金 497

利益剰余金 3,059

自己株式 △19

その他の包括利益累計額 1,118

その他有価証券評価差額金 878

繰延ヘッジ損益 4

土地再評価差額金 217

退職給付に係る調整累計額 17

純 資 産 合 計 7,007

資 産 合 計 21,802 負 債 ･ 純 資 産 合 計 21,802
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連 結 損 益 計 算 書

(平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売上高 128,657

売上原価 121,825

売上総利益 6,832

販売費及び一般管理費 6,591

営業利益 240

営業外収益

受取利息 6

受取配当金 77

受取賃貸料 134

貸倒引当金戻入額 13

その他 37 269

営業外費用

支払利息 22

賃貸費用 76

その他 27 126

経常利益 383

特別利益

固定資産売却益 181

投資有価証券売却益 1 183

特別損失

固定資産除却損 69

投資有価証券売却損 16

減損損失 31 117

税金等調整前当期純利益 449

法人税、住民税及び事業税 52

法人税等調整額 △9 42

当期純利益 406

非支配株主に帰属する当期純利益 －

親会社株主に帰属する当期純利益 406
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連結株主資本等変動計算書

(平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 3 0 年 ４ 月 １ 日 残 高 2,352 497 2,721 △19 5,551

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △68 △68

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

406 406

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 連 結
会 計 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

連結会計年度中の変動額合計 － － 337 △0 337

平 成 3 1 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,352 497 3,059 △19 5,889

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

退 職 給 付
に 係 る 調
整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平 成 3 0 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,018 14 217 13 1,264 6,815

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △68

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

406

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△140 △9 － 3 △146 △146

連結会計年度中の変動額合計 △140 △9 － 3 △146 191

平 成 3 1 年 ３ 月 3 1 日 残 高 878 4 217 17 1,118 7,007
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連結株主資本等変動計算書



（連結注記表）

Ⅰ　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

子会社は㈱京都興産、丸魚食品㈱、㈱大分水産及び大阪東部冷蔵㈱の４

社であり、すべてを連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社はありません。

(2) 持分法を適用していない関連会社は大阪府中央卸売市場水産物精算㈱、

大分魚函サービス㈱、大分水産物精算㈱であります。

(3) 持分法を適用していない関連会社は、当期純損益及び利益剰余金（とも

に持分に見合う額）等に及ぼす影響は軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券　　償却原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

時価のないもの　　　移動平均法による原価法を採用しておりま

す。

② たな卸資産 　　　　　　　主として個別法による原価法(貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)を採用しております。

③ デリバティブ 　　　　　　時価法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 　　　　　　定率法を採用しております。

 (リース資産を除く) 　　　但し、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）並びに平成28年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については定額法を採用しておりま

す。

また、大阪東部冷蔵㈱は建物及び構築物に

ついて定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物及び構築物　　　　　　　８～50年

－ 19 －
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機械装置及び運搬具　　　　　６～17年

器具及び備品　　　　　　　　４～20年

② 無形固定資産 　　　　　　自社利用のソフトウエアについては、社内

　 (リース資産を除く) 　　　における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

③ リース資産 　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

② 賞与引当金 　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込

額基準により計上しております。

③ 役員退職慰労引当金 　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

(4) 退職給付に係る負債の　　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付

計上基準　　　　　　　　　に備えるため、当連結会計年度末における

　　　　　　　　　　　　　見込額に基づき、退職給付債務から年金資

　　　　　　　　　　　　　産を控除した額を計上しております。

① 退職給付見込額の 　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見

期間帰属方法 　　　　　　込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

　 　　　　　　　　　　　させる方法については、給付算定式基準に

　 　　　　　　　　　　　よっております。

② 数理計算上の差異及び 　　過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時

過去勤務費用の 　　　　　における従業員の平均残存勤務期間以内の

費用処理方法 　　　　　　一定の年数（７年）による定額法により費

　 　　　　　　　　　　　用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（７年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。

③ 未認識数理計算上の差異 　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤

及び未認識過去勤務費用の 務費用については、税効果を調整の上、純

費用処理方法 　　　　　　資産の部におけるその他の包括利益累計額

　 　　　　　　　　　　　の退職給付に係る調整累計額に計上してお

　 　　　　　　　　　　　ります。
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④ その他の退職給付に係る 　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退

会計処理の方法 　　　　　職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

　 　　　　　　　　　　　自己都合要支給額を退職給付債務とする方

　 　　　　　　　　　　　法を用いた簡便法を適用しております。

また、当社の執行役員に係る退職金の支給

に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を合わせて計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、

為替予約取引については、振当処理の要件

を充たしている場合は振当処理を採用して

おります。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　　　為替予約

ヘッジ対象　　　　　　外貨建金銭債権債務及び予定取引

③　ヘッジ方針　　　　　　　主に当社の内規である「経理規程」及び「輸

出入取引に伴う外国為替管理規程」に基づ

き、外貨建取引について、該当部署が実需

の範囲内で個別に為替予約を実施し、全体

のポジションは経理部が管理し、為替変動

リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債等に

関する重要な条件が同一であり、有効性が

おおむね100％であることが明らかである

ため、有効性の判定は省略しております。

(6) 消費税等の会計処理の方法　消費税等の会計処理は税抜方式によってお

り、控除対象外消費税等は、当連結会計年

度の費用として処理しております。

Ⅱ　表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平

成30年２月16日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資

その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示してお

ります。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰

延税金資産」が92百万円減少し、「投資その他の資産」の「繰延税金資産」

が６百万円増加しております。また、「固定負債」の「繰延税金負債」が85

百万円減少しております。

なお、同一納税主体の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺して表示してお

り、変更前と比べて総資産が85百万円減少しております。
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Ⅲ　連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産

　中央卸売市場にて卸売業務を行うための預託保証金として次の資産を担

保に供しております。

投資有価証券 28百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,912百万円

３．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づ

き、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を行い、評価差額のうち、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。なお、当連結会計年度末の時価と再評価後の

帳簿価額との差額は305百万円であります。

Ⅳ　連結損益計算書に関する注記

該当事項はありません。

Ⅴ　連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株）

株 式 の 種 類
当連結会計年
度期首株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度 末 株 式 数

発行済株式

普通株式 13,774,819 － － 13,774,819

合計 13,774,819 － － 13,774,819

自己株式

普通株式（注） 49,870 29 － 49,899

合計 49,870 29 － 49,899

(注)　普通株式の自己株式の増加は、全て単元未満株式の買取りによるものであります。

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

決 議
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金
の 総 額

１ 株
当たり
配当額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成3 0年5月1 5日
取 締 役 会

普 通
株 式

利 益
剰 余 金

68百万円 5円 平 成 3 0 年 3 月 3 1 日 平 成 3 0 年 6 月 5 日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連

結会計年度となるもの

決 議
株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金
の 総 額

１ 株
当たり
配当額

基 準 日 効 力 発 生 日

令 和 元 年5月 1 3日
取 締 役 会

普 通
株 式

利 益
剰 余 金

82百万円 6円 平 成 3 1 年 3 月 3 1 日 令 和 元 年 6 月 4 日
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Ⅵ　金融商品の時価に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、短期的な運転資金を銀行等からの借入により調達してお

ります。また一時的な余資については流動性の高い金融資産を中心に運用し

ております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社の販売管理規程に沿

ってリスク低減を図っております。

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については経理部にて四半

期ごとに時価の把握を行っており、必要に応じて取締役会に報告しておりま

す。

支払手形及び買掛金はそのほとんどが短期間に決済されるものでありま

す。デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに

対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計

に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法

等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「４.

会計方針に関する事項 (5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

２. 金融商品の時価等に関する事項

平成31年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困

難と認められるものは含まれておりません（(注)２．参照）。

　（単位：百万円）

勘定科目
連結貸借対
照表計上額

時価 差額

(1)現金及び預金 3,657 3,657 －

(2)受取手形及び売掛金
　　貸倒引当金

9,343
△17

9,326 －

(3)有価証券及び投資有価証券
　　満期保有目的の債券
　　その他有価証券

28
2,099

29
2,099

0
－

(4)支払手形及び買掛金　　　　※１ （8,519) (8,519) －

(5)短期借入金　　　　　　　　※１ (1,534) (1,534) －

(6)デリバティブ取引　　　　　※２ 6 6 －

※１．負債に計上されているものについては（　）で示しております。

※２．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

－ 23 －

（連結注記表）



(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ

ております。

(4)支払手形及び買掛金、並びに(5)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(6)デリバティブ取引

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額218百万円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

Ⅶ　賃貸等不動産に関する注記

当社及び一部の子会社では、大阪府・京都府を中心に、賃貸用マンション、

店舗及び駐車場を有しております。平成31年３月期における当該賃貸等不動

産に関する賃貸損益は66百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は

営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は

次のとおりであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高

1,766 △242 1,524 1,663

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期末時価は、不動産評価鑑定基準又はそれに準ずる方法により算定しております。

Ⅷ　１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 510円58銭

２．１株当たり当期純利益 29円62銭

Ⅸ　その他の注記

該当する事項はありません。

本連結計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しており

ます。ただし、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益については、表示

数値未満を四捨五入しております。

－ 24 －
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　貸　借　対　照　表　
（平成31年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産 14,751 流動負債 9,758

現金及び預金

受取手形

売掛金

商品及び製品

前払費用

関係会社短期貸付金

未収消費税等

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物

構築物

機械及び装置

車輌及び運搬具

器具及び備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産

ソフトウエア

電話加入権

その他

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

長期貸付金

破産更生債権等

固定化営業債権

その他

貸倒引当金

2,953

19

8,056

2,743

31

953

73

427

△507

4,738

2,200

591

26

20

1

82

1,401

6

70

43

21

7

14

2,494

2,023

396

285

647

816

43

△1,718

受託販売未払金 129

買掛金 7,181

短期借入金 1,534

1年内返済予定の長期借入金 166

リース債務 2

未払金 390

未払法人税等 12

未払費用 62

賞与引当金 120

その他 158

固定負債 3,511

社債 500

長期借入金 500

リース債務 6

繰延税金負債 239

再評価に係る繰延税金負債 251

退職給付引当金 1,526

役員退職慰労引当金 150

その他 337

負 債 合 計 13,270

（ 純 資 産 の 部 ）

株主資本 5,123

資本金 2,352

資本剰余金 497

資本準備金 497

利益剰余金 2,293

利益準備金 28

その他利益剰余金 2,264

繰越利益剰余金 2,264

自己株式 △19

評価・換算差額等 1,097

その他有価証券評価差額金 874

繰延ヘッジ損益 4

土地再評価差額金 217

純 資 産 合 計 6,220

資 産 合 計 19,490 負債・純資産合計 19,490

－ 25 －
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　損　益　計　算　書　

(平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売上高 116,127

売上原価 110,483

売上総利益 5,644

販売費及び一般管理費 5,547

営業利益 97

営業外収益

受取利息 16

受取配当金 112

受取賃貸料 114

貸倒引当金戻入額 32

その他 29 305

営業外費用

支払利息 22

賃貸費用 72

その他 26 122

経常利益 280

特別利益

固定資産売却益 181

投資有価証券売却益 1 183

特別損失

固定資産除却損 69

投資有価証券売却損 16

減損損失 29 115

税引前当期純利益 347

法人税、住民税及び事業税 7

法人税等調整額 △0 6

当期純利益 341

－ 26 －
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株主資本等変動計算書

(平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金
資本剰余金
合　　計

利益準備金

その他利
益剰余金 利益剰余金

合　　計繰越利益
剰 余 金

平 成 3 0 年 4 月 1 日 残 高 2,352 497 497 21 1,999 2,020 △19 4,850

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △68 △68 △68

利 益 準 備 金 の 積 立 6 △6 － －

当 期 純 利 益 341 341 341

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － 6 265 272 △0 272

平 成 3 1 年 3 月 3 1 日 残 高 2,352 497 497 28 2,264 2,293 △19 5,123

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計そ  の  他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

評価・換算
差 額 等
合 計

平 成 3 0 年 4 月 1 日 残 高 1,013 14 217 1,245 6,096

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △68

利 益 準 備 金 の 積 立 －

当 期 純 利 益 341

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△139 △9 － △148 △148

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △139 △9 － △148 123

平 成 3 1 年 3 月 3 1 日 残 高 874 4 217 1,097 6,220

－ 27 －
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（個別注記表）

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券　　　償却原価法を採用しております。

子会社株式及び　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

関連会社株式

その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産　　　　　　　個別法による原価法(貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げ方法により算

定)を採用しております。

(3) デリバティブ　　　　　　時価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産　　　　　　定率法を採用しております。

(リース資産を除く)　　　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物　　　　　　　　８～50年

機械装置及び運搬具　　　　　　６～17年

器具及び備品　　　　　　　　　４～20年

(2) 無形固定資産

　　(リース資産を除く)

自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

(3) リース資産　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額

基準に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

－ 28 －
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退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっており

ます。

過去勤務費用は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（７年）による定額法により費用処理して

おります。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（７年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

また、執行役員の退職金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を合わせて計上し

ております。

(4) 役員退職慰労引当金　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。

４．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、

為替予約取引については、振当処理の要件を

充たしている場合は振当処理を採用しており

ます。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　　　為替予約

ヘッジ対象　　　　　　外貨建金銭債権債務及び予定取引

(3) ヘッジ方針　　　　　　　当社は主に内規である「経理規程」及び「輸

出入取引に伴う外国為替管理規程」に基づき、

外貨建取引について、該当部署が実需の範囲

内で個別に為替予約を実施し、全体のポジシ

ョンは経理部が管理し、為替変動リスクをヘ

ッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法　ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債等に関

する重要な条件が同一であり、有効性がおお

むね100％であることが明らかであるため、有

効性の判定は省略しております。
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５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理　計算書類における未認識数理計算上の差異及

び未認識過去勤務費用の取扱いが連結計算書

類と異なっており、個別貸借対照表において

は、退職給付債務に未認識数理計算上の差異

及び未認識過去勤務費用を加減した額から年

金資産を控除した額を退職給付引当金に計上

しております。

(2) 消費税等の会計処理　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっており、

控除対象外消費税等は、当事業年度の費用と

して処理しております。

Ⅱ　表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平

成30年２月16日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その

他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しておりま

す。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金

資産」85百万円は、「固定負債」の「繰延税金負債」386百万円と相殺して、

「固定負債」の「繰延税金負債」300百万円として表示しており、変更前と比

べて総資産が85百万円減少しております。

Ⅲ　貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産

中央卸売市場にて卸売業務を行うための預託保証金として次の資産を担

保に供しております。

投資有価証券 28百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 639百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 73百万円

短期金銭債務 462百万円

４．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づ

き、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を行い、評価差額のうち、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負

債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。なお、当期末の時価と再評価後の帳簿価額と

の差額は305百万円であります。

－ 30 －
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Ⅳ　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 580百万円

営業費用 6,195百万円

営業取引以外の取引高 52百万円

Ⅴ　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の総数
（単位：株）

株 式 の 種 類
当事業年度期首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当事業年度末
株 式 数

普通株式 49,870 29 － 49,899

合計 49,870 29 － 49,899

（注）普通株式の自己株式の増加は、全て単元未満株式の買取りによるものであります。

Ⅵ　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 465百万円

役員退職慰労引当金 45百万円

貸倒引当金 678百万円

賞与引当金 42百万円

関係会社株式 88百万円

減損損失 37百万円

繰越欠損金 706百万円

その他 93百万円

繰延税金資産小計 2,158百万円

評価性引当額 △2,021百万円

繰延税金資産合計 137百万円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △374百万円

その他 △2百万円

繰延税金負債合計 △376百万円

繰延税金資産(負債)の純額 △239百万円

－ 31 －
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Ⅶ　関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関 係

取引の内容
取 引 金 額
（百万円）

科 目
期 末 残 高
（百万円）

その他
の関係
会社

日 本 水 産 ㈱
被所有
直接31％

商 品 の 売 買
役 員 の 受 入

商品の買付 仕入  6,220 買 掛 金 451

 取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）日本水産㈱からの商品の買付については、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件に

て行っております。

２．子会社及び関連会社

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との
関 係

取引の内容
取 引 金 額
（百万円）

科 目
期 末 残 高
（百万円）

子会社 大阪東部冷蔵㈱
所有

直接100％

商 品 の 保 管
資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任

資金の貸付 －
関 係 会 社
短期貸付金

737

子会社 丸 魚 食 品 ㈱
所有

直接100％

商 品 の 売 買
資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任

資金の貸付 －
関 係 会 社
短期貸付金

216

 取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．上記両社に対する資金の貸付は、キャッシュ・マネジメント・システムを使用してお

ります。契約期間は１年とし、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

また、取引は同システムにより反復的に行っているため、期末残高のみ表示しており

ます。

なお、担保は受け入れておりません。

２．大阪東部冷蔵㈱及び丸魚食品㈱への関係会社短期貸付金に対し、それぞれ408百万円、

89百万円の貸倒引当金を計上しております。

Ⅷ　１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 453円24銭

２．１株当たり当期純利益 24円86銭

Ⅸ　その他の注記

該当する事項はありません。

本計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しておりま

す。ただし、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益については、表示

数値未満を四捨五入しております。

－ 32 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

令和元年５月１７日

株　式　会　社　大　水

取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 梅　原　　　隆 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 仲　下　寛　司 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社大水の平成３０年４月
１日から平成３１年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社大水及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

令和元年５月１７日

株　式　会　社　大　水

取　締　役　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 梅　原　　　隆 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 仲　下　寛　司 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社大水の平成３０
年４月１日から平成３１年３月３１日までの第８４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第84期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況

を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監

査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から

なる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法

施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。
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２．監査の結果

(1)　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3)　連結計算書類の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

令和元年５月20日

株式会社　大　　　水　　監査役会

常勤監査役(社外監査役) 内　山　和　彦 

監　査　役(社外監査役) 百　々　季　仁 

監　査　役(社外監査役) 松　尾　達　二 

以　上
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裏表紙


